
「
局設置簡易遠隔収容装置最大収容回線数 512 回線／台

局設置簡易遠隔収容装置最大収容低速専用回線数 23 回線／台

局設置簡易遠隔収容装置最大収容高速メタル専用回線数 3 回線／台 に 、

局設置遠隔収容装置最大収容回線数 2¶900 回線／台

局設置簡易遠隔収容装置使用最大回線数 512 回線
」

「
蓄電池容量算出係数（遠隔収容装置設置局、保持時間：10時
間）

12•6 ＡＨ／Ａ

」

を

「
蓄電池容量算出係数（遠隔収容装置設置局、保持時間：10時
間）

12•6 ＡＨ／Ａ

蓄電池容量算出係数（局設置簡易遠隔収容装置設置局、保持
時間：２時間）

5•0 ＡＨ／Ａ

」

に 、

「
小規模局用電源装置１台当たりの所要面積（ＲＴ`ＢＯＸ） 9 fl

」 を

「
小規模局用電源装置１台当たりの所要面積（ＲＴ`ＢＯＸ） 9 fl

可搬型発動発電機規定容量\ 1 kVA

可搬型発動発電機規定容量] 2 kVA

可搬型発動発電機規定容量^ 3 kVA

可搬型発動発電機規定容量_ 4 kVA

可搬型発動発電機規定容量` 5 kVA

可搬型発動発電機規定容量a 6 kVA

可搬型発動発電機規定容量b 7 kVA

可搬型発動発電機規定容量c 8 kVA

可搬型発動発電機規定容量d 9 kVA

可搬型発動発電機規定容量e 10 kVA

可搬型発動発電機規定容量Ĉ 11 kVA に 、

可搬型発動発電機設置台数\ 0 台

可搬型発動発電機設置台数] 29 台

可搬型発動発電機設置台数^ 6 台

可搬型発動発電機設置台数_ 0 台

可搬型発動発電機設置台数` 2 台

可搬型発動発電機設置台数a 2 台

「
土地単価時点補正係数（北海道） 0•9009 `

土地単価時点補正係数（青森県） 0•8911 `

土地単価時点補正係数（岩手県） 0•8916 `

土地単価時点補正係数（宮城県） 0•9104 `

土地単価時点補正係数（秋田県） 0•8910 `

土地単価時点補正係数（山形県） 0•9029 `

土地単価時点補正係数（福島県） 0•9131 `

土地単価時点補正係数（茨城県） 0•9033 `

土地単価時点補正係数（栃木県） 0•9074 `

土地単価時点補正係数（群馬県） 0•9041 `

土地単価時点補正係数（埼玉県） 0•9235 `

土地単価時点補正係数（千葉県） 0•9288 `

土地単価時点補正係数（東京都） 0•9277 `

土地単価時点補正係数（神奈川県） 0•9332 `

土地単価時点補正係数（新潟県） 0•9171 `

土地単価時点補正係数（富山県） 0•9079 `

土地単価時点補正係数（石川県） 0•8977 `

土地単価時点補正係数（福井県） 0•9014 `

土地単価時点補正係数（山梨県） 0•9171 `

土地単価時点補正係数（長野県） 0•9074 `

土地単価時点補正係数（岐阜県） 0•9209 `

土地単価時点補正係数（静岡県） 0•9315 `

土地単価時点補正係数（愛知県） 0•9397 `

土地単価時点補正係数（三重県） 0•9253 `

可搬型発動発電機設置台数b 0 台

可搬型発動発電機設置台数c 0 台

可搬型発動発電機設置台数d 0 台

可搬型発動発電機設置台数e 0 台

可搬型発動発電機設置台数Ĉ 1 台
」
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